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No. 公益社団法人岩手県農業公社

Ⅰ　法人の概要

１　基本情報 令和７年７月１日現在

常勤役員の状況 名 名 名
千円 才 　※令和６年度実績

常勤職員の状況 名 名 名
千円 才 　※令和６年度実績

２　県施策推進における法人の役割《所管部局記載》

1

2

3

4

３　公的サービスを提供する事業主体としての適切性《所管部局記載》

(1)　他の民間団体等との代替性及び役割分担について

(2)　県直営との比較（機動性・効率性・専門性等の法人の長所、強み）について

４　連携・協働のあり方《所管部局記載》

29

 法人の名称 公益社団法人岩手県農業公社
　所管部局
　室・課等

農林水産部

農業振興課

農用地の利用の効率化及び高度化の促進をはじめ、農業構造の改善に資する事業等を推進するととも
に、優れた農業担い手の育成確保を図り、もって岩手県農業の発展及び農村地域の振興並びに地域住民の
生活福祉の向上に寄与することを目的とする。

 事業内容

１　農用地の利用の効率化及び高度化に関する事業
２　農業の担い手の確保、育成及び定着促進に関する事業
３　農用地の造成及び整備並びに農業用の施設及び機械等の整備に関する事業
４　農業用の施設及び機械等並びに繁殖雌牛の貸付に関する事業
５　国、県又は市町村等からの農業振興に係る業務の受託及び請負に関する事業
６　耕起、播種及び収穫等の農作業の受託に関する事業
７　南畑地区事業用地の処分に係る宅地建物取引業
８　粗飼料の生産及び供給に関する事業
９　１～８以外で、目的を達成するために必要な事業

 資(基)本金等 40,000,000 円
 うち県の出資等
 ・割合

 設立の根拠法令
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

　代表者
　職・氏名

理事長

千葉　和彦

 設立年月日
（公益法人への移行年
月日、統合等があった
場合、その年月日、相
手団体の名称等）

昭和46年３月29日
 事務所の所在地

〒020-0884

（平成24年4月1日 社団法人岩手県
農業公社から移行）

岩手県盛岡市神明町７番５号

 電話番号 019-651-2181

 ＨＰアドレス https://www.i-agri.or.jp/

　本法人は、国及び県の施策との整合性を図りながら、農用地の売買及び貸借、新規就農者の確保及び育成、農用地の造成及び
整備、畜産経営基盤の強化、農業振興業務の受託及び請負並びに粗飼料の生産及び供給等を行う唯一の公益法人であり、岩手県
の農業の発展及び農村の振興等に寄与していることから、県は、本法人が展開する事業について、より効果的なものとなるよう
連携・協働を強化し、法人の長所、強みを発揮することにより、効果的な施策推進を目指す。

県農業経営・就農支援センターの伴走機関として、次代を担う新規就農者の確保・育成の取組を促進

畜産公共事業の事業指定法人として、農業の生産性向上、望ましい畜産物の生産構造を確立

暗渠排水工事の独自工法を活用した水田整理により、農業経営基盤の強化と農用地有効利用を促進

　国及び県の施策との整合性を図りながら、県全域において、農用地の売買及び貸借、新規就農者の確保及び育成、粗飼料生産
及び供給等、農業振興に係る多岐にわたる事業を、市町村や農業団体との連携の下に実施している唯一の団体である。

農地中間管理事業として、地域計画等に基づく農地中間管理事業の実施により、農地の集約化等を促進

35,000,000 円

うち県OB

合計 2 うち県現職 0 うち県OB

6
61.7

合計 65 うち県派遣 1

87.5%

 設立目的

平均年収　※ 4,593 平均年齢　※ 47.1

1
平均年収　※ 4,967 平均年齢　※

　農用地の売買及び貸借、新規就農者の確保及び育成、粗飼料生産及び供給等、多岐にわたる事業を実施し、当該事業遂行に係
るノウハウの蓄積があり、かつ、県内の関係機関・団体との間で連携体制が構築されていることから、県直営と比較し、的確・
迅速・効果的な事業執行が可能である。
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Ⅱ　経営目標の達成状況

１　事業目標

1

①

2

①

3

①

4

①

　小山中央南地区（奥州市）など９地区で暗渠排水工事を受注・施工し、おおむね計画どおり実施することができました。

　引き続き安定した受注ができるよう、人材確保など体制の強化に取り組むとともに、公社独自のＩＮＫ工法をアピールするための実演
会や、土地改良区等の関係機関へのＰＲ活動を積極的に行っていく必要があります。

暗渠排水工事の施工面積
（県営事業）

207ha 203ha 240ha 240ha

  草地造成・整備工事（八幡平地区、いわて北部地区、田野畑地区）、草地造成・整備に係る実施設計（一関第２地区）及び施設整備・
農業用機械購入（いわて北部地区）について、早期発注と適切な進捗管理に努め、計画どおり事業を実施しました。その結果、八幡平地
区については事業完了となりました。

　安定した事業量を確保するため、行政と一体となって計画的な新規地区の掘起しを行っていく必要があります。

３地区 ３地区

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》 《令和８年度》

取
組
内
容

課
題

《令和８年度》

取
組
内
容

課
題

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》 《令和８年度》

取
組
内
容

畜産公共事業の実施量 ４地区 ４地区

①　県内での就農を希望する者と雇用労働を求めている法人等とのマッチングを行う農業体験研修（インターンシップコース：定員10
人）を実施しました。研修のＰＲや新規就農相談者への働きかけに努めた結果、受講者の実績は計画を上回る12人になりました。
②　定年帰農や兼業などの就農希望者を対象とした実践的な農業研修（定員20人）を実施しました。受講生は計画を上回る22人になりま
した。受講生のうち、独立自営３人、雇用就農２人、地域おこし協力隊任期終了後に２人の就農が予定されています。

《令和８年度》

取
組
内
容

農地中間管理事業による農地の利用
集積面積

1,100ha 1,020ha 1,100ha1,100ha

 県、県農業会議、県農協中央会、県土地連及び当公社の県域５機関で構成される岩手県地域計画推進協議会が設置され、そこで定めら
れた「地域計画の策定及び実現に向けた推進方針」に掲げる担い手への農地集積面積の目標達成に向け、県、市町村等関係機関・団体と
連携を図りながら、農地の集積・集約化を進めた結果、新規貸付面積は1,020haとなり、概ね目標を達成しました。

事業目標

事業目標

事業目標

事業目標

課
題

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》

課
題

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》

　農業や農村活動を担う人材を幅広く確保し、就農相談から経営発展まで一貫したきめ細やかなサポートを実施するために、岩手県農業
経営・就農支援センターの構成員として、関係機関・団体と連携を密に図りながら、新規就農者の確保・育成及び定着促進に取り組む必
要があります。

　県内の全市町村410地域で地域計画が策定されたことを受け、県農業会議等の関係団体と連携して地域計画のブラッシュアップを支援
するとともに、地域計画の目標達成に資するよう農地の集積・集約化を進めるため、農地中間管理事業の活用を促進する必要がありま
す。

農業研修の受講者数 30人 34人 30人 30人
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Ⅱ　経営目標の達成状況

２　経営改善目標

1

①

2

①

3

①

4

①

5

①

　引き続き施工品質の向上に向けて取り組むとともに、加点評価となる創意工夫や地域貢献に係る活動の促進、減点評価となる労働災害
や事故の発生防止に向けて、安全大会や部内会議などを通じて職員の意識を醸成する方法を検討する必要があります。

　工事の施工品質の向上に向けて、自動操舵システムを活用した補助暗渠の施工や社内独自基準による施工管理の実施などに取り組んだ
ほか、工事現場の近隣小学校の児童を対象に暗渠排水を教材とした農業体験学習会を初めて開催するなど、地域貢献活動にも積極的に取
り組みました。

同△373,265千円

　累積欠損の解消に向け、収益事業である暗渠排水工事等の受注増、業務全般にわたるコストの縮減に取り組んでいます。
　この結果、暗渠排水工事の県からの受注面積が計画を若干下回りましたが、おおむね計画どおりの金額を確保できました。
　また、農地改良事業等及び営農支援事業が計画を上回ったこと、並びに固定資産の売却が計画を上回ったことから、当期一般正味財産
増減額が9,367千円のプラスとなり、累積欠損が減少しました。

　今後は、第６次経営改善実行計画（R7～R11）に基づき、安定的な収益事業の受注、コストの縮減に取り組み、長期的な累積欠損の解
消に向け取り進める必要があります。

　今後とも各事業を確実に推進できるよう、定期的に進捗管理を実施していく必要があります。

地域計画策定・実践への支援 地域計画策定・実践支援（417地区）
同（410地
区）

地域計画実践支援
（410地区）

地域計画実践支援
（410地区）

　中期経営計画（R5～R8）及び第５次経営改善実行計画（R2～R6）に基づき、各事業を着実に推進するため、四半期ごと（４月、７月、
10月、１月）に業務報告を実施し、定期的に進捗管理を行いました。

課
題

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》 《令和８年度》

取
組
内
容

課
題

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》 《令和８年度》

取
組
内
容

　県、県農業会議、県農協中央会、県土地連及び当公社の県域５機関で構成される岩手県地域計画推進協議会が設置され、そこで定めら
れた「地域計画の策定及び実現に向けた推進方針」に掲げる令和６年度末までの地域計画作成数（417地区）の目標達成に向け、県、市
町村等関係機関・団体と連携を図りながら、市町村が開催する協議の場へ参画し、話合いが円滑に進むよう参加者からの求めに応じ農地
中間管理事業の説明を行いました。
　市町村が策定する地域計画は、６年度途中で417地区から地区の統合により410地区に変更されましたが、全地区での計画策定と実践を
支援しました。

　地域計画の目標地図に位置付けられた担い手への農地の集積・集約化とともに、将来の農地の受け手となる耕作者が未確定な農地の解
消など、地域計画の実現のための取組や継続的なブラッシュアップに向けた支援が必要となります。

工事の施工品質の向上
県営工事の工事成績評定点平均90点以上 同92点 同90点以上 同90点以上

《令和８年度》

取
組
内
容

課
題

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》 《令和８年度》

取
組
内
容

事業の進捗管理の徹底 四半期ごとの業務執行状況確認（４回） 同（４回） 同（４回） 同（４回）

累積欠損金の縮減 一般正味財産期末残高△404,534千円 同△375,952千円

《令和８年度》

取
組
内
容

南畑地区事業用地の販売 南畑地区事業用地１区画の販売 販売なし 同１区画の販売 同１区画の販売

　定期的な景観美化活動の実施や公社のホームページ等で四季の様子やコテージむらの景観の紹介に加え、新・農業人フェア（12月）及
び「在京岩手産業人会新春岩手の集い（令和７年２月」において、PRを実施しました。
　12月に現地見学を希望した１組を案内し、事業用地の説明をしましたが、販売には至りませんでした。

経営改善目標

経営改善目標

経営改善目標

経営改善目標

経営改善目標

課
題

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》

課
題

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》

　今後も令和６年５月に設立された「新・コテージむら魅力アッププラン推進会議（事務局：県農業振興課）」の構成機関・団体及び地
域住民と連携した効果的な取組により、事業用地の販売につなげていく必要があります。

同△373,781千円
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Ⅲ　役職員の状況

１　役員（令和７年７月１日現在） (単位：人)

※役員には監事を含む。

２(1)　職員（令和７年７月１日現在） (単位：人)

管理職

一般職

小計

管理職

一般職

小計

人 人 人

※管理職：課長職相当以上とする。役員兼務の者は、役員・職員の両方に計上し、職員数には「(役員兼務)」欄で表示する。

※プロパー：法人直接雇用の常勤無期職員。

※その他：プロパー、県派遣、県OB以外で、他団体派遣職員や法人直接雇用の有期職員等。

２(2)　職員の年齢構成（令和７年７月１日現在） (単位：人)

常勤 管理職

プロパー

県派遣

県OB

その他

一般職

プロパー

県派遣

県OB

その他

計

法人説明欄
〔役職員数の状況について〕

〔県の関与の状況について〕

〔職員の年齢構成について〕

655 13 19 16 12

 　常勤の一般プロパー職員数が若干減少しています。

　　県から、１名を管理職として受け入れています。

　　中途採用職員の割合が高いこともあり、プロパー職員は、30代と40代の比率が高くなっています。

435 12 14 9 3

1 3 1 2 7

6 6

1

19歳以下 20-29 30-39 40-49 50-60 61歳以上 計

5 13 17 10 5 50

1

15

1 6 1 8

2 6 7

51 1 9 27

　　　「県派遣」のうち、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律第６条第２項に基づき県が給与支給する者の数

令和５年度 1 令和６年度 2 令和７年度

90 51 2 8 29 88　計 89 50 1 10 28

1

24 4 20 26 4 22 23 3 20

204 22 23 324 4 20 26

6 7

非常勤

2 4 7 65 51 1

常勤

(役員兼務)

8 51

(1) (1)

7

65 50 1 6 8 64 51

44 7 50 43

(1)

49 41

県OB その他

16 9 1 6

プロパー 県派遣 県OB その他

8 1 64 15

プロパー 県派遣 県OB

(役員兼務) (1) (1)

13 7 2

令和５年度 令和６年度 令和７年度

17 1 2 14 16

その他

1

プロパー 県派遣

13

　計 16 1 3 12

14 1 13 14非常勤 12 1

県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

令和５年度 令和６年度 令和７年度

県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

県OB その他 県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

県OB その他県OB その他

1 13 2常勤 4 3 1 1 2

11

1 14

1
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Ⅳ　財務の状況 【社団・財団】

(単位：千円)

資産

流動資産

うち現預金

うち有価証券

固定資産

基本財産

うち投資有価証券

特定資産

うち投資有価証券

その他固定資産

うち投資有価証券

負債

流動負債

うち有利子負債

固定負債

うち有利子負債

正味財産

指定正味財産

一般正味財産

経常収益

経常費用

事業費

うち人件費

うち支払利息

管理費

うち人件費

評価損益等増減額

　当期経常増減額

経常外収益

経常外費用

　当期経常外増減額

法人税、住民税及び事業税

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

正味財産期末残高

長期貸付金残高

短期貸付金実績（運転資金）

短期貸付金実績（事業資金）

損失補償（残高）

補助金（運営費）

補助金（事業費）

委託料（指定管理料除く）

指定管理料

その他

自己資本比率（％）

流動比率（％）

有利子負債依存度（％）

管理費率（％）

人件費比率（％）

独立採算度（％）

総資本当期経常増減率（％）

財務評価

※財務評価は、フローチャートに従いAからDによる評価をし、点数化したものである。

法人説明欄
〔貸借対照表・正味財産増減計算書について〕

〔県の財政的関与について〕

〔財務指標・財務評価について〕

1,377,856 ▲ 13,610

195,375 188,120 156,499 ▲ 31,621

98.2 100.5 100.4 ▲ 0.1

令和４年度

　固定資産売却益が計画を上回ったことから、当期一般正味財産増減額が9,366千円のプラスとなり、独立採算性を確保しました。

令和５年度 令和６年度 増減(令６-令５)

=流動資産/流動負債×100

37.7 42.9 47.4 4.5 =有利子負債/総資産×100

41.9 37.9 38.1 0.1 =正味財産/総資産×100

73.2 78.5 78.9 0.4

0 0 0 0

0 0 0 0

175,756 184,521 203,672 19,151 農地中間管理事業等業務費補助金等の県費負担分

39,341 35,142 33,222 ▲ 1,920 岩手県農業研究センター圃場管理業務委託等

0 0

91,065 74,605 57,630 ▲ 16,975 農地中間管理事業による担い手支援資金

0 0 0 0

0 0 0 0

令和４年度 令和５年度 令和６年度 増減(令６-令５) 内容

県
の
財
政
的
関
与

0 0 0 0

▲ 121,924 ▲ 131 ▲ 16,367 ▲ 16,236

1,252,785 1,265,136 1,258,136 ▲ 7,000

正
味
財
産
増
減
計
算
書

2,838,296 2,721,898 2,641,041 ▲ 80,857

2,894,725 2,713,605 2,648,902 ▲ 64,703

0 0

132 132 132 0

▲ 51,947 12,482 9,367 ▲ 3,115

0 72 350 278

4,614 4,321 17,360 13,039

▲ 56,429 8,293 ▲ 7,861 ▲ 16,154

4,614 4,393 17,710 13,317

11,782 11,355 10,634 ▲ 721

0 0 0 0

8,098 8,908 8,720 ▲ 188

21,262 19,791 18,209 ▲ 1,582

2,693,814 2,630,693 ▲ 63,121

453,555 462,476 466,981 4,505

2,873,463

▲ 395,114 ▲ 382,632 ▲ 373,265 9,367

令和４年度 令和５年度 令和６年度 増減(令６-令５)

1,252,785 1,265,136 1,258,136 ▲ 7,000

1,647,899 1,647,768 1,631,401 ▲ 16,367

240,582 233,253 199,519 ▲ 33,734

0 0 0 0

1,497,683 1,836,874 1,848,413 11,539

1,127,130 1,431,381 1,568,630 137,249

2,047,932 ▲ 22,195

0 0 0 0

1,894,937 1,893,190 1,848,156 ▲ 45,034

0 0 0 0

0 0 0 0

1,699,562 1,705,070 1,691,657 ▲ 13,413

1,396,113 1,391,466

1,096,113 1,442,073 1,457,912 15,839

49,424 25,720 25,411 ▲ 309

区分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 増減(令６-令５)

貸
借
対
照
表

2,991,050 3,335,263 3,306,068 ▲ 29,195

0 0 0 0

1,738,265 2,070,127

　畜産公共部門の事業量が減少したことから、当期経常増減額が減少しましたが、固定資産売却益が減少分を上回ったことから、当期経常外増
減額が増加しました。結果、貸借対照表の一般正味財産は増加しました。

　農地中間管理部門の事業量増加により補助金が増加した一方で、畜産振興部門の事業量が減少したこと等により委託料は減少しました。
　また、農地中間管理事業による担い手支援資金（借入金）の償還が増加したことから、損失補償（残高）が減少しました。

財
務
指
標

=(経常・経常外収益-補助金【運営費】)/(経常・経常外費用)×100

▲ 4.5 0.7 ▲ 0.6 ▲ 1.3 =当期経常増減額/正味財産期末残高×100

0.7 0.7 0.7

0.6 =人件費/経常費用×100

令和４年度 令和５年度 令和６年度

▲ 0.0 =管理費/経常費用×100

16.1 17.5 18.0

増減(令６-令５)

B B A A(100.0)、B(70.0)、C(40.0)、D(20.0)
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Ⅴ　法人及び所管部局の評価

１　県施策と法人との連携・協働
(1)　県施策の推進について

(2)　民間団体との代替性及び役割分担について

２　自律的マネジメントの促進
(1)　組織マネジメントの確立について

(2)　リスク管理体制の強化について

３　健全経営の維持・確保
(1)　経営改善について

(2)　県の人的・財政的関与について

※財政的関与は、貸付金・損失補償・補助金（運営費）を受けている場合に記載。

４　情報公開の推進について　※開示状況は別表参照

法
人

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

所
管
部
局

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

法
人

　県の施策に沿い、本県農業の発展及び農村地域の振興のため、担い手への農地の集積・集約化、新規就農者の確保と青年農業者等の
育成支援、国の畜産公共事業等による生産基盤の整備、水田の汎用化のための暗渠排水工事を実施しており、県施策推進における役割
を果たしていると考えています。

　本法人は、国及び県の施策との整合性を図りながら、農用地の貸借・売買、新規就農者の確保・育成、農用地の整備、畜産経営基盤
の強化に資する事業を着実に推進することにより、本県農業の発展及び農村地域の振興に寄与している。

　農地中間管理事業の推進に関する法律に定める県内で唯一農地中間管理事業を実施できる団体「農地中間管理機構」として県から指
定されており、担い手への農地集積を図る取組を行っています。
　畜産公共事業では、公社が県に代わって事業を実施できる「事業指定法人」として県から承認されており、受益農家から委託を受け
て飼料基盤や牛舎等施設の整備を行っています。
　新規就農者確保の取組では、県から県内最大規模となる就農相談会の開催の業務を受託したほか、就農相談に関するノウハウを生か
して対応に当たりました。
　暗渠排水工事では、県の標準工法である自動埋設型暗渠の施工において、公社独自の「ＩＮＫ工法（ドレンレイヤー＋補助暗渠）」
を導入し、受益農家から高い評価を得ています。

　県では、本法人を、農用地の売買・貸借を行う農地中間管理機構、畜産公共事業を行う事業指定法人として指定しているほか、新規
就農者支援においては、県が設置した県農業経営・就農支援センターの構成員として新規就農者の確保・育成に関する取組を促進して
おり、市町村や農業団体と連携しながら各取組を推進する上で、重要な役割を果たしている。

  一人一人が自ら考え、自ら行動する高い意識と能力をもった職員を育成するため、「岩手県農業公社における職員研修等に関する取
組方針」及び「第５次経営改善実行計画（R2～R6）」に基づき、職員全体研修等の内部研修及び県への派遣等の外部研修を実施したほ
か、資格・免許等の取得を支援しました。
　また、「職員評価実施要領」及び「職員満足度等調査実施要領」を定め、評価シートや職員満足度調査の内容をもとに面談を行い、
業績への貢献と職員の努力を評価し、有能な人材の育成に取り組んでいます。

　県は、本法人を農用地の貸借・売買を行う県内唯一の団体である農地中間管理機構として指定しており、国及び県の施策との整合性
を図りながら、農地中間管理事業を円滑に推進するため、事業制度や行政事務に精通した人材が必要であることから、県職員１名を派
遣している。

　ホームページを使って、定款、役員名簿、事業計画、事業報告、決算、中期経営計画、役職員給与・退職金・県の財政支援等の情報
を公開するほか、業務の理解を促すために「農業公社の概要」のしおりやパンフレットを掲載しています。今後も、見やすいホーム
ページづくりに取り組んでいきます。

　誰にでも見やすくわかりやすいホームページ構成とし、決算関係や事業報告等の書類のほか、就農支援など本法人が行っている取組
等も掲載し、情報の更新を適切に行いながら、情報公開を積極的に推進している。

　令和６年度期首に、新たに６名の職員を採用し、事業推進体制の確保に努めるとともに、働き方改革の推進など業務の効率化や勤務
条件の整備、専門知識を習得するための研修研修の充実に取り組んでいる。
　また、職員評価制度を導入し、職員の努力や実績に基づく評価を行うことにより、職員のモチベーションの向上や主体的な業務遂行
の促進に取り組んでいる。

　令和４年４月に改訂した「公社職員コンプライアンスマニュアル」の取組状況を把握するため、９月にチェックシートによる職員の
自己点検を実施し、その結果をもとに職員全体研修会で改善の取組を働きかけました。今後もリスク管理の体制強化に向け、同マニュ
アルを適宜見直すとともに、チェックシートによる自己検証を継続していきます。
　また、事務処理・会計処理の適正確保のため、「補助事業、委託事業、受託事業及び請負工事に係る自己点検実施要領」に基づき、
各部長が年２回の自己点検を実施しており、これにより不適切処理が未然に防止されていることから、引き続き補助事業等に関する自
己点検を実施していきます。
　さらに、事務処理の基本となる契約事務手続きが適正かつ効率的に実施できるよう「『契約事務チェックシート』の活用について」
に基づき、セルフチェックを徹底していきます。

　職員の能力向上や法令遵守のため、「公社職員コンプライアンスマニュアル」を活用した職員全体研修の実施やチェックシートによ
る自己検証の取組を行うとともに、「補助事業、委託事業、受託事業及び請負工事に係る事故点検実施要領」に基づき、各部長が定期
的な事業の進捗管理等を実施するなど、リスク管理対策の徹底に取り組んでいる。

　経営改善に向け、部門ごとに収支予算計画を作成し、計画を達成するために必要な取組を経営改善目標としています。
　取組の推進に当たっては、定例の部長会議や四半期ごとの役員報告などにより、分析検討を行っています。
　今後も適切な経営環境の確保等に向けて、中期経営計画（R5～R8）と併せ、令和７年３月に策定した第６次経営改善実行計画（R7～
R11）に取り組んでいきます。

　四半期毎の業務進捗状況の確認を行うほか、県との意見交換を密に行い、事業計画の達成に向けた軌道修正や改善を行っている。
　また、解決すべき課題や情勢の変化に対応し、中期経営計画（R5～R8）の策定及び第６次経営改善実効計画に基づき、経営改善のた
めに必要な組織のマネジメントや収益事業等における重要事項を経営改善目標に設定し、達成に向けて取り組んでいる。
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Ⅵ　統括部署（総務部）の総合評価

１　取り組むべきこと（指摘事項）

２　過去の指摘事項に対する取組状況
【令和５年度指摘事項】

指摘事項

1

1

2

【令和６年度指摘事項】
指摘事項

1

1 　今回、法人に対して指摘した項目について、
指導監督の責務を担う所管部局として、経営改
善に向けた取組に積極的に関与する必要があり
ます。

R7.3

R7.3

　令和６年度に第５次経営改善実行計画が最終年度を迎
えたことから、これまでの取組成果等を踏まえ、令和７
年３月に第６次経営改善実行計画（R7～R12）を策定しま
した。
　今後のさらなる経営改善に向け、公社の経営資源をフ
ル活用し、引き続き、堅実な業務改善に取り組むことに
より、主体的な健全経営の維持・確保ができるよう、取
組を始めています。

　現行の中期経営計画（R5～R8）の事業目標及び経営目
標等について、解決すべき課題や情勢の変化に対応した
実効性の高い取組や具体的な工程の検討を行うなど、積
極的に関与した。

　現行の中期経営計画（R5～R8）の事業目標及び経営目
標等について、解決すべき課題や情勢の変化に対応した
実効性の高い取組や具体的な工程の検討を行うなど、積
極的に関与しました。

R6.3

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

取組状況

所
管
部
局

取組状況

実施済

１　財務状況について、当期一般正味財産増減額は9,367千円の黒字を確保したものの、固定資産売却益など経常外収益による黒字であ
り、事業目標の達成率も低下していることから、事業目標の達成に向けて取り組むとともに、令和７年３月に策定した第６次経営改善実
行計画の着実な実施に取り組み、一般正味財産残高の赤字解消を進める必要があります。
２　現行の中期経営計画が令和８年度に最終年度を迎えることから、次期計画の策定に向けて、社会情勢の変化を踏まえた中長期的な課
題を明らかにしたうえで、検討を行っていく必要があります。

１　今回、法人に対して指摘した項目について、指導監督の責務を担う所管部局として、法人の経営改善に向けた取組に積極的に関与す
る必要があります。
２　法人に対して県職員１名を派遣しており、県の関与については適正性が常に確保されることが必要であることから、県の関与の必要
性及び妥当性を十分検討した上で職員派遣を行う必要があります。

　令和５年３月に策定した令和５年度から令和
８年度を計画期間とする中期経営計画につい
て、令和５年５月の新型コロナウイルス感染症
の感染症法上の５類への移行を受けて、ポスト
コロナの観点から令和６年度以降の経営目標及
び事業目標の目標値及び収支計画等の見直しの
検討を進め、検討結果に応じた計画に変更する
必要があります。
　なお、計画の見直しに当たっては、策定時か
ら現在までの状況の変化などを踏まえ、改めて
課題を整理した上で、検討を十分に行う必要が
あります。

　四半期ごとに実施した事業の進捗管理と併せて、事業
目標及び経営目標の目標値等の見直しの検討を行いまし
たが、該当はありませんでした。

R6.3
達成時期取組実績・効果・進捗状況

法
人

　今回、法人に対して指摘した事項について、
指導監督の責務を担う所管部局として、見直し
の検討の段階から検討結果に応じた計画の変更
まで積極的に関与する必要があります。

　令和５年度の財務状況について、当期一般正
味財産増減額12,482千円を計上したことで一般
正味財産は▲382,632千円まで改善しています
が、今後の更なる経営改善に向けて、好調であ
る経営改善目標の達成率の維持や、収入の確保
及び費用の削減などに継続して取り組む必要が
あります。

　法人に対して県から職員の派遣を継続して
行っています。県施策推進上、法人と県との連
携・協働は重要であり、その観点から県職員の
派遣自体が否定されるものではありません。県
の関与については、その適正性が常に確保され
ることが必要であり、関係法令の趣旨に則っ
て、県の関与の必要性及び妥当性（関与の手
法、程度、期間等）を、毎年度、十分検討した
上で県職員の派遣を行う必要があります。

実施済

実施済

実施済

実施済 　農業経営基盤強化促進法等の改正により、国及び県の
施策として、農地の集約化等の取組を一層促進していく
ため、本法人の果たす役割は、重要となっている。法人
と県が連携・協働により、農地中間管理事業を円滑に推
進するためには、事業制度や行政事務に精通した県職員
の派遣が必要と考えている。
　今後、県職員の派遣について、関係法令の趣旨に則っ
て、県の関与の必要性及び妥当性を、毎年度、十分検討
した上で実施していきます。

R6.3

取組実績・効果・進捗状況 達成時期

法
人
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